
JP 6693418 B2 2020.5.13

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流量計と、前記流量計の上流側に隣接して配置される機械式調圧弁と、前記流量計の下
流側に配置される流量制御弁と、を備える質量流量制御装置において、
　前記機械式調圧弁の全体が質量流量制御装置の基部の中に埋設されていることを特徴と
する、
質量流量制御装置。
【請求項２】
　前記機械式調圧弁の上流側に圧力センサ（５）を備える、請求項１に記載の質量流量制
御装置。
【請求項３】
　前記流量計が圧力式流量計である、
請求項１又は請求項２に記載の質量流量制御装置。
【請求項４】
　前記圧力式流量計が上流側の圧力センサ（２ｂ）と下流側の圧力センサ（２ｃ）とを備
える、
請求項３に記載の質量流量制御装置。
【請求項５】
　前記圧力式流量計が上流側の圧力と下流側の圧力との差圧を計測する差圧センサを備え
る、
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請求項３に記載の質量流量制御装置。
【請求項６】
　前記機械式調圧弁を強制的に開弁させる強制開弁機構を更に備える、
請求項１乃至請求項５のいずれか１項に記載の質量流量制御装置。
【請求項７】
　前記機械式調圧弁は、
　　前記質量流量制御装置における流体の流路の一部を構成する調圧室と、
　　前記調圧室の内部領域と前記流路の外部領域とを隔てるダイアフラムと、
を備え、
　前記機械式調圧弁は、前記調圧室内の前記流体の圧力が所定の設定圧力よりも低いとき
に前記ダイアフラムの少なくとも一部が前記調圧室側に変位することによって開弁するよ
うに構成されており、
　前記強制開弁機構は、外部からの操作により前記ダイアフラムの少なくとも一部を前記
調圧室側に変位させる部材を備える、
請求項６に記載の質量流量制御装置。
【請求項８】
　前記強制開弁機構が前記流体の前記流路の外部領域に配設されている、
請求項７に記載の質量流量制御装置。
【請求項９】
　前記強制開弁機構によって前記機械式調圧弁を強制的に開弁させるときの開度が、前記
質量流量制御装置の運転時における前記機械式調圧弁の最大開度よりも大きい、
請求項６乃至請求項８のいずれか１項に記載の質量流量制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、質量流量制御装置に関する発明であり、これに限定されるものではないが
、流体の圧力又は差圧の測定値に基づいて質量流量を制御する質量流量制御装置に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　質量流量制御装置（マスフローコントローラ）は、少なくとも、流体の流量を測定する
流量計、流体の流量を制御する流量制御弁、これらを制御する制御回路及びその他の部品
によって構成された制御機器である。質量流量制御装置は、例えば、半導体の製造プロセ
スにおいてチャンバー内に供給されるガスの質量流量を制御することなどを目的として広
く使用されている。
【０００３】
　質量流量制御装置において用いられる流量計にはさまざまな形式のものがある。半導体
の製造プロセスにおけるガスの質量流量を制御することを目的として使用される質量流量
制御装置においては、熱式流量計又は圧力式流量計が主に用いられている。流量計によっ
て計測されるガスの流量は、測定されるガスの圧力の影響を受けやすい。例えば、流量計
の上流側のガスの圧力が急激に変化した場合などにおいては、流量を正確に測定すること
が困難となる。このため、流量を正確に測定して制御することを目的として、流量計の上
流側のガスの圧力を一定に保持するための機構を備えた質量流量制御装置が提案されてい
る。
【０００４】
　例えば、特許文献１には、流体が流入する入り口側の圧力の変動を検知し、検知結果に
基づいて流量用センサ（センサユニット）の上流側の流体の圧力が一定になるように制御
を行うことを特徴とする流体の流量制御装置の発明が開示されている。特許文献１には、
発明の実施形態として、流量用センサの上流側に圧力制御機構（圧力制御ユニット）が設
けられた流量制御装置の構成例が記載されている。この圧力制御機構は、圧電素子にて圧
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力の変動をモニターして検知し、管の経路を変動させて圧力の調整を行っている。
【０００５】
　また、例えば、特許文献２には、流量制御弁と流量センサとを有するマスフローコント
ローラであって、流量制御弁の上流側に配置された圧力制御弁と、圧力制御弁と流量制御
弁の間に配置された圧力センサと、圧力センサの出力をフィードバックすることで圧力制
御弁を制御する制御部とを有することを特徴とするマスフローコントローラの発明が開示
されている。特許文献２の図１には、発明の実施形態として、熱式流量計を用いたマスフ
ローコントローラの実施例が記載されている。
【０００６】
　特許文献２の図４には、従来のマスフローコントローラを用いた半導体製造ラインの例
が記載されている。この図に記載された半導体製造ラインにおいては、複数のガスが複数
のラインに供給されている。各ガス供給ラインにおいて、上流側から下流側に向かってガ
スボンベ、機械式の調圧器、ゲージ、フィルタ及びマスフローコントローラがこの順に配
管によって接続されている。機械式の調圧器は、安定した流量のガスを供給するために設
けられたものである。
【０００７】
　さらにまた、例えば、特許文献３には、流量制御弁と、流量検出手段と、流量制御弁の
上流側に配置される圧力制御弁と、圧力制御弁と流量制御弁との間に配置される圧力検出
手段とを備えたマスフローコントローラであって、流量検出手段が、流路内を流れる流体
における差圧を検出するように構成されたマスフローコントローラの発明が開示されてい
る。特許文献３の図１には、発明の実施形態として、特許文献２に開示されたマスフロー
コントローラの熱式質量流量計を圧力式質量流量計に置き換えた構成が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平１０－２０７５５４号公報
【特許文献２】特開２００３－２８０７４５号公報
【特許文献３】特開２００４－１５７７１９号公報
【発明の概要】
【０００９】
　上記特許文献１乃至３に開示された発明は、いずれも、流量計の上流側に圧力検出手段
（圧力センサ）及び圧力制御手段（圧力制御弁など）を設けることにより流量計の上流側
のガスの圧力を一定に保つことができるという点で、流量の測定精度の向上に貢献するも
のである。
【００１０】
　しかしながら、従来技術における圧力制御手段は、いずれも、圧力検出手段によって検
知された圧力を制御量（ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　ｖａｒｉａｂｌｅ）とするいわゆる能動
的制御（ａｃｔｉｖｅ　ｃｏｎｔｒｏｌ）である。したがって、圧力を制御量とする能動
的制御と、流量計で検知された流量を制御量とする能動的制御と、の２つの能動的制御が
１台の質量流量制御装置の中で同時に行われることになり、複数の能動的制御が相互に影
響し合う（又は干渉する）ことが避けられない。このため、なんらかの理由で流量計の上
流側のガスの圧力に変動が生じた場合、元の圧力に回復するまでに時間がかかるという課
題が存在する。
【００１１】
　上記の課題の例として、流量計に圧力式流量計を用いる場合について、より具体的に説
明する。圧力式流量計による流量の測定は、例えば、圧力式流量計の上流側の圧力（以下
「Ｐ１」という。）と下流側の圧力（以下「Ｐ２」という。）との差圧ΔＰに流量が比例
することなどを利用して行われる。流量制御弁の開度を能動的に制御して流量に比例する
差圧ΔＰを目標値に近づけようとした場合、圧力制御手段によるＰ１を一定の値に制御す
る機能が不十分であったり、制御に遅れが生じたりすると、Ｐ２の変化に影響されてＰ１
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も変化する。
【００１２】
　そうすると、差圧ΔＰを目標値に制御することができても、制御の前後における圧力Ｐ
１の変化によって流量が目標値からずれてしまう。このずれを補正するためには、例えば
、使用するガス種について、差圧ΔＰと流量との関係を異なるＰ１の値ごとに予め測定し
ておくなどの対策が必要となり、データの取得に膨大な時間と工数がかかる。
【００１３】
　一方、流量を測定するガスの圧力を一定に保つことを目的として、例えば、特許文献２
の図４に記載されているように、ガスボンベと質量流量制御装置との間に機械式の調圧器
を設けることなどが考えられる。機械式の調圧器は、下流側の圧力を予め設定された値に
保持するいわゆる受動的制御（ｐａｓｓｉｖｅ　ｃｏｎｔｒｏｌ）を行う。このため、上
記の構成によれば、マスフローコントローラの内部のガスの圧力を元の圧力まで迅速に回
復させることができると思われる。
【００１４】
　しかしながら、特許文献２の図４に記載されている従来の半導体製造ラインにおいては
、機械式の調圧器と質量流量制御装置内の流量計との間にゲージ、フィルタ及び配管など
が存在している。これらの部材及び配管が有する流体抵抗並びに内部を流れているガスの
容量は、圧力制御を行う上で無視することができない程度に大きい。このため、機械式の
調圧器によってガスの圧力が調整されたとしても、流量計の位置におけるガスの圧力がそ
の調整された圧力に到達するまでに長時間を要することは避けられない。
【００１５】
　本発明は、従来の質量流量制御装置が有する上記諸課題に鑑みてなされたものであり、
流量計の上流側の圧力Ｐ１が変動した場合であっても、これを元の圧力に瞬時に回復させ
ることができ、これにより流量計が測定する流量の測定精度を高めることができる質量流
量制御装置の提供を目的としている。
【００１６】
　本発明に係る質量流量制御装置は、流量計と、流量計の上流側に隣接して配置される機
械式調圧弁と、流量計の下流側に配置される流量制御弁と、を備える。
【００１７】
　この構成において、流体の流量は、流量計によって計測された流量を制御量として流量
制御弁の開度を変更することにより能動的に制御される。一方、流量計の内部の流体の圧
力は、その上流側に配置された機械式調圧弁によって受動的に制御される。したがって、
従来技術のように、２つの能動的制御が相互に干渉することはない。
【００１８】
　また、機械式調圧弁は、流量計の上流側に隣接して配置されているので、機械式調圧弁
による圧力調整の結果は流量計の内部の圧力に瞬時に反映される。したがって、流量計の
内部の圧力が変動した場合に、同圧力が元の圧力に戻るまでに要する時間が従来技術と比
べて短い。
【００１９】
　本発明の好ましい実施の形態において、機械式調圧弁は、質量流量制御装置の基部（ベ
ース）の中に埋設される。この構成によれば、同じく基部に埋設される流量計のより近く
に機械式調圧弁を配設することができるので、好ましい。また、機械式調圧弁を基部に埋
設することにより、機械式調圧弁を基部の上面に配設する場合と比べて、基部の上面のス
ペースに余裕が生じるので、そこに他の部材を設置したり、質量流量制御装置全体の小型
化を図ったりすることができる。
【００２０】
　本発明に係る質量流量制御装置は、複数の能動的制御が相互に干渉することがなく、ま
た、機械式調圧弁による圧力調整の結果が流量計の内部の圧力に瞬時に反映されるので、
流量計の内部の圧力を迅速かつ安定に制御することができる。これにより、流量計が計測
する流体の圧力を常に一定に保持することができるので、流量計の測定精度が高まり、ひ
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いては質量流量制御装置による流量制御の精度を高めることができる。
【００２１】
　ところで、例えば、以下に列挙するような場合には、質量流量制御装置の内部に流体が
封入されたまま質量流量制御装置の運転が停止される。
（１）オペレータの操作により質量流量制御装置の運転が停止されたとき。
（２）停電などの事故により質量流量制御装置への供給電力が遮断されたとき。
（３）質量流量制御装置の運転中に電源回路の故障などにより流量制御弁への印加電圧が
０（ゼロ）になったとき（一般的なノーマル・クローズ型の流量制御弁の場合）。
（４）質量流量制御装置の運転中に圧電素子の破損などにより流量制御弁の開動作ができ
なくなったとき（一般的なノーマル・クローズ型の流量制御弁の場合）。
【００２２】
　上記のうち（１）及び（２）の場合は、それぞれオペレータの操作及び事故からの復旧
により質量流量制御装置の運転を再開することが可能である。しかしながら、（３）及び
（４）の場合は、それぞれ電源回路及び圧電素子の故障を修理したり質量流量制御装置を
交換したりしない限り、質量流量制御装置の運転を再開することは不可能である。即ち、
これらの場合は、例えばガスの供給ラインなどから質量流量制御装置を取り外す必要が生
じる。
【００２３】
　一方、例えば半導体製造装置のガス供給ラインなどにおいては、例えば腐食性ガスなど
の有害ガスがプロセスガスとして用いられる場合がある。このような有害ガスが内部に封
入されたまま質量流量制御装置を取り外して分解修理を行う場合、質量流量制御装置の分
解に伴って有害ガスが外部に漏れ出す虞がある。このため、有害ガスに対する備えがない
場所では質量流量制御装置を分解修理することができない。
【００２４】
　そこで、上記このような場合に備えて、質量流量制御装置の内部に封入されたガスを安
全に排出させるための分岐配管を質量流量制御装置よりも上流側又は下流側のガスの流路
に設けることが知られている。一般的には、このような分岐配管を介して、例えば真空ポ
ンプ等を使用して、質量流量制御装置を取り外す前に質量流量制御装置の内部からガスを
排出させることができる。
【００２５】
　ところが、本発明に係る質量流量制御装置は、上述したように機械式調圧弁を備える。
詳しくは後述するように、機械式調圧弁は、調圧室の圧力が所定の設定圧力よりも低いと
きは弁体と弁座との間に隙間ができて開弁し、調圧室の圧力が設定圧力よりも高いときは
弁体と弁座との間の隙間がなくなって閉弁するように構成されている。従って、上述した
ように質量流量制御装置に何等かの異常が生じたなどの理由により質量流量制御装置の運
転が停止したときに調圧室の圧力が設定圧力よりも高いと、機械式調圧弁は閉じている。
【００２６】
　上記の場合、機械式調圧弁と流量制御弁とによって区切られた流体の流路の一部（以降
、「封鎖空間」を称呼される場合がある。）が形成され、この封鎖空間に流体が封入され
る。封鎖空間の体積は、典型的には０．５ｃｍ３以上、１．０ｃｍ３以下である。
【００２７】
　上記のような状態のままでは、上述したように分岐配管を介して真空ポンプ等を使用し
て上流側又は下流側の分岐配管を減圧しても、質量流量制御装置の内部に封入された流体
を排出させることはできない。
【００２８】
　そこで、本発明のもう１つの好ましい実施の形態に係る質量流量制御装置は、前記機械
式調圧弁を強制的に開弁させるための強制開弁機構を更に備える。これによれば、強制開
弁機構によって機械式調圧弁を強制的に開弁させた状態において、例えば上述したように
分岐配管を介して真空ポンプ等を使用して上流側又は下流側の分岐配管を減圧することに
より、質量流量制御装置を取り外す前に質量流量制御装置の内部から流体を排出させるこ
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とができる。
【００２９】
　なお、機械式調圧弁の具体例としては、前記質量流量制御装置における流体の流路の一
部を構成する調圧室と、前記調圧室の内部領域と前記流路の外部領域とを隔てるダイアフ
ラムと、を備え、前記調圧室内の前記流体の圧力が所定の設定圧力よりも低いときに前記
ダイアフラムの少なくとも一部が前記調圧室側に変位することによって開弁するように構
成されたものを挙げることができる。
【００３０】
　質量流量制御装置が上記のような構成を有する機械式調圧弁を備える場合、前記強制開
弁機構は、外部からの操作により前記ダイアフラムの少なくとも一部を前記調圧室側に変
位させる部材を備える。これによれば、当該部材によりダイアフラムの少なくとも一部を
機械的に調圧室側に変位させて機械式調圧弁を強制的に開弁させ、質量流量制御装置の内
部から流体を排出させることができる。
【００３１】
　更に、強制開弁機構は流体の流路の外部領域に配設されていることが好ましい。これに
よれば、流体の流路の密閉性を保つためのシール構造などを省略して、強制開弁機構をよ
り簡潔な構成とすることができる。
【００３２】
　加えて、上述した強制開弁機構によって機械式調圧弁を強制的に開弁させるときの開度
は、質量流量制御装置の（通常の）運転時における当該機械式調圧弁の最大開度よりも大
きいことが好ましい。これによれば、機械式調圧弁を強制的に開弁させて質量流量制御装
置の内部から流体を排出させるときの排出効率を高めて排出に要する時間を短縮したり、
真空ポンプによる排気における到達真空度を高めたりすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】本発明に係る質量流量制御装置の構成例を示す模式図である。
【図２】本発明に係る機械式調圧弁の一の実施例を示す断面図である。
【図３】本発明に係る機械式調圧弁の他の実施例を示す断面図である。
【図４】本発明に係る質量流量制御装置の実装例を示す側面図である。
【図５】本発明の他の実施例に係る質量流量制御装置が備える機械式調圧弁及び強制開弁
機構を示す断面図である。
【図６】図５に示した機械式調圧弁が強制開弁機構によって開弁される様子を示す断面図
である。
【図７】本発明の他の実施例に係る質量流量制御装置の実装例を示す側面図である。
【図８】図７に示した質量流量制御装置の（Ａ）平面図及び（Ｂ）底面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　本発明を実施するための形態を、図を用いて詳細に説明する。なお、ここで説明する実
施の形態は本発明の実施の形態を例示するものにすぎず、本発明の実施の形態はここに例
示する形態に限られない。
【００３５】
　図１は、本発明に係る質量流量装置の構成例を示す模式図である。流体（液体又はガス
）は、図の左側から質量流量制御装置１に流入し、右側から流出する。本発明に係る質量
流量制御装置１は、流量計２と、機械式調圧弁３と、流量制御弁４と、を備える。機械式
調圧弁３は、流量計２の上流側に隣接して配置される。流量制御弁４は、流量計２の下流
側に配置される。流量制御弁４は、弁４ｂ及び弁４ｂを開閉するための圧電素子４ａを備
える。
【００３６】
　流量計２としては、流体の流量を計測する機能を有する公知の流量計を用いることがで
きる。上述したように、半導体の製造プロセスにおいてガスの質量流量を制御することを
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目的として使用される質量流量制御装置においては、熱式流量計又は圧力式流量計が主に
用いられている。熱式流量計は、流路から分岐したセンサチューブの上流側及び下流側に
センサワイヤをそれぞれ設けて流体を間接的に加熱し、流体の流動による熱の移動に伴っ
て発生するセンサワイヤ間の温度差を利用して流量を計測するものである。
【００３７】
　圧力式流量計は、流路の中間にノズル、オリフィス、及び層流素子などの流体抵抗を設
け、例えば、流体抵抗の上流側の圧力Ｐ１と下流側の圧力Ｐ２との差圧ΔＰに流量が比例
することなどを利用して流量を計測するものである。圧力式流量計において、圧力の測定
は、Ｐ１及びＰ２のそれぞれについて別個の圧力測定手段を用いて行ってもよいし、Ｐ１
とＰ２との差圧を測定することができる差圧測定手段を用いて行ってもよい。圧力又は差
圧の測定には、公知の圧力センサ又は差圧センサを用いることができる。
【００３８】
　図１に例示された流量計２は、流体抵抗として層流素子２ａを備え、層流素子２ａの上
流側の圧力Ｐ１及び下流側の圧力Ｐ２をそれぞれ別個の圧力センサ２ｂ及び２ｃによって
測定するように構成されている。圧力式流量計によって計測される流量は体積流量なので
、例えば、Ｐ１とＰ２の平均値などを用いてこれを質量流量に換算することができる。圧
力センサ２ｂ及び２ｃの代わりに１個の差圧センサを用いてΔＰを測定する場合には、差
圧センサとは別に圧力センサを設けて圧力式流量計の位置における流体の圧力を測定し、
この圧力を用いて体積流量を質量流量に換算することができる。
【００３９】
　本発明に係る質量流量制御装置において、流量計には公知のさまざまな形式の流量計を
用いることができる。しかし、中でも、圧力式流量計は、上流側の圧力の変動が流量の計
測の精度に直接的に影響を与えるものである。したがって、本発明による圧力調整の効果
が最大限に発揮されるのは、流量計に圧力式流量計を用いた場合である。ただし、圧力式
流量計以外の流量計（例えば熱式流量計など）においても、圧力式流量計の場合ほどでは
ないにしても、上流側の圧力の変動が計測の精度に影響を与えるので、本発明の効果は圧
力式流量計を用いた場合に限定されるものではない。
【００４０】
　流量計の上流側の圧力が変動する要因としては、例えば、質量流量制御装置にガスを供
給しているガス供給ラインのガスの圧力（以下「Ｐ０」という。）がなんらかの原因によ
り変動することなどが考えられる。図１に示した質量流量制御装置１においては、Ｐ０の
変動を監視することを目的として、機械式調圧弁の上流側に圧力センサ５が配置されてい
る。また、質量流量制御装置に供給されるガスの温度Ｔを測定する温度センサ６も同じ位
置に配置されている。
【００４１】
　機械式調圧弁３は、電気的な手段を用いることなく機械的な動作だけで圧力の調整を行
うことができる調圧弁（圧力レギュレータ）である。機械式調圧弁３は、機械式調圧弁３
の上流側の圧力（Ｐ０）及び機械式調圧弁３の下流側の圧力（Ｐ１）が想定された範囲内
で変動しても、下流側の圧力（Ｐ１）を常に予め設定された一定の値に維持する作用を有
する。このため、ガス供給ラインのガスの圧力Ｐ０が変動したり、質量流量制御装置の作
用による流量制御に伴って流量計の下流側の圧力Ｐ２が変動したりした場合であっても、
Ｐ０又はＰ２の変動の影響によってＰ１が変動することを未然に防止することができる。
【実施例１】
【００４２】
　機械式調圧弁３による調圧作用につき、図２を用いてさらに詳しく説明する。図２は、
本発明に係る機械式調圧弁の一の実施例を示す断面図である。ガス供給ラインから質量流
量制御装置１に供給されたガスは、流体入口３ａから機械式調圧弁３の内部に流入する。
ガスは、弁体３ｃと弁座３ｄとの間の隙間を通って調圧室３ｆに入り、その後、流体出口
３ｋから流量計２に向かって流出する。
【００４３】
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　弁体３ｃは、弁スプリング３ｂの弾性力により弁座３ｄの方向に押し下げられている。
弁体３ｃと弁座３ｄとの間の隙間の大きさは、弁体３を下から押し上げているステム３ｅ
の上下の動きにより調整される。ステム３ｅの底部はダイアフラム３ｇの上面に載置され
ている。ダイアフラム３ｇの下面にはダイアフラム押さえ３ｈが配置されており、ダイア
フラム押さえ３ｈの底部は調圧スプリング３ｉによって支えられている。調圧スプリング
３ｉの位置は、調整ねじ３ｊによって上下方向に調整することができる。
【００４４】
　調圧室３ｆの圧力Ｐ１が設定圧力ＰＳよりも低いときは、流体がダイアフラム３ｇを押
し下げる力が弱いので、調整スプリング３ｉの弾性力により、ダイアフラム押さえ３ｈ、
ステム３ｅ及び弁体３ｃは、弁スプリング３ｂの弾性力及び圧力Ｐ０に抗して上方向に突
き上げられる。その結果、弁体３ｃと弁座３ｄとの間に隙間ができるので、流体が流体入
口３ａから入って調圧室３ｆを経て流体出口３ｋから流出する。
【００４５】
　調圧室３ｆの圧力Ｐ１が設定圧力ＰＳよりも高いときは、弁スプリング３ｂの弾性力及
び圧力Ｐ０に加えて、流体がダイアフラム３ｇを押し下げる力が働くので、ダイアフラム
押さえ３ｈ、ステム３ｅ及び弁体３ｃは調整スプリング３ｉの弾性力に抗して下方向に変
位する。その結果、弁体３ｃと弁座３ｄとの間の隙間がなくなるので、流体の流動が遮断
される。
【００４６】
　このように、機械式調圧弁３は、ダイアフラム３ｇが受ける調圧室３ｆの圧力Ｐ１が設
定圧力ＰＳより低いときは流体が流れ、高いときは流体が流れないように作用する。その
結果、Ｐ１は設定圧力ＰＳに等しくなるまで調整される。なお、設定圧力ＰＳは、調整ね
じ３ｊの位置によって変更することができる。ドライバなどを使って調整ねじ３ｊをねじ
込むと、調圧スプリング３ｉの弾性力が高まるので、設定圧力ＰＳは高圧側にシフトする
。逆に、調整ねじ３ｊを緩めると、設定圧力ＰＳは低圧側にシフトする。
【００４７】
　上記の機械式調圧弁３による圧力Ｐ１の調圧作用は、ダイアフラム３ｇの上下の動きと
連動するステム３ｅの上下の動きによって直接的にもたらされるものである。そのため、
Ｐ１が変動して設定圧力ＰＳと異なる値になったときは、調整作用が速やかに働き、Ｐ１
は直ちにＰＳと等しくなるまで調整される。この調整作用は、調圧室３ｆの圧力Ｐ１と設
定圧力ＰＳとの差に基づいて遂行されるため、Ｐ１の変動の原因がＰ０の変動又はＰ２の
変動のいずれであるかにかかわらず、迅速に作用する。
【００４８】
　本発明に係る質量流量制御装置における機械式調圧弁による調圧作用は、受動的制御で
あるともいえる。ここで、「受動的」とは、「他から動作を受ける立場にあること。うけ
み。」（新明解国語辞典より）をいう。本発明に係る機械式調圧弁３において、ダイアフ
ラム３ｇは、調圧室３ｆの圧力Ｐ１の変動を受ける立場にある。そして、圧力Ｐ１の変動
を検知する手段（ダイアフラム３ｇ）の変位がそのまま弁体３ｃと弁座３ｄとの間の隙間
の調整に利用される。したがって、機械式調圧弁の調圧作用は、全体として受動的制御で
あるといえる。
【００４９】
　これに対し、従来技術に係る圧力制御手段は、能動的制御であるともいえる。ここで、
「能動的」とは、「積極的に他にはたらきかけること。」（新明解国語辞典より）をいう
。従来技術においては、圧力検出手段（圧力センサ）によって検出される圧力Ｐ１が設定
圧力ＰＳに等しくなるように、圧力制御手段（圧力制御弁）を積極的に作動させる。ここ
で、圧力検出手段と圧力制御手段とは、全く別個の機能をもたらす部材として互いに独立
して構成されている。したがって、従来技術に係る圧力制御手段は、全体として能動的制
御であるといえる。
【００５０】
　受動的制御と能動的制御とでは、圧力Ｐ１の変動に対する応答速度が異なる。すなわち
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、本発明に係る機械式調圧弁のような受動的制御においては、圧力検出手段と圧力制御手
段とが一体不可分に構成されているので、圧力Ｐ１の変動が間髪を入れず圧力制御手段（
機械式調圧弁）の動作に反映される。それに対し、従来技術に係る圧力制御手段のような
能動的制御においては、圧力検出手段と圧力制御手段とが互いに独立して構成されており
、流体の流路における位置も異なっている。加えて、圧力検出手段によって検出された圧
力に基づいて圧力制御手段を作動させる。その結果、圧力制御手段による圧力制御の結果
が圧力検出手段の出力に反映されるまでに時間の遅れが生じる。
【００５１】
　また、受動的制御と能動的制御とでは、他の能動的制御から受ける影響（干渉）の度合
いが異なる。すなわち、本発明に係る機械式調圧弁のような受動的制御においては、流量
制御弁による能動的制御の結果として流体の圧力が変動しても、その変動した圧力は機械
式調圧弁の作用により直ちに元の圧力に復元される。
【００５２】
　それに対し、従来技術に係る圧力制御手段のような能動的制御においては、流量制御弁
による質量流量の能動的制御の結果として流体の圧力が変動した場合、その圧力変動を解
消すべくもう一つの能動的制御である圧力制御手段が作用して圧力を元の圧力に復元しよ
うとする。しかし、能動的制御においては、受動的制御に比べて、より長い時間を圧力調
整に要する。したがって、その間に圧力の変動によってもたらされた流量の変動を調整す
べく流量制御弁による能動的制御が再び作用する。そのように、２つの能動的制御が互い
に影響（干渉）し合うため、最終的に圧力と流量とが安定するまでに要する時間が長くな
る。
【００５３】
　本発明において、機械式調圧弁３は、流量計２の上流側に隣接して配置される。ここで
、「隣接して」とは、機械式調整弁３と流量計２との間に他の構成部品が存在せず、両者
が互いに配管部材によって直接接合されていることをいう。機械式調整弁３と流量計２と
を接合する配管部材は、できるだけ短くすることが好ましい。
【００５４】
　機械式調圧弁３を流量計２の上流側に隣接して配置することにより、両者の間の流体抵
抗及び流体の体積が小さくなるので、機械式調圧弁３の調圧室３ｆの圧力を設定圧力ＰＳ
と等しくなるように調整した結果が流量計２の内部の圧力に直ちに反映される。それによ
り、流量計２の内部の圧力が常に設定圧力ＰＳと等しくなるように維持されるので、流量
計２による流量測定の精度が高まる。また、流量計の上流側の圧力Ｐ１の変動を想定して
膨大な流量用のデータを用意する必要がなくなる。
【００５５】
　機械式調圧弁３において、ダイアフラム３ｇの下面は質量流量制御装置１が設置された
環境における外気と連通している。そのため、調整ねじ３ｊを用いて設定圧力ＰＳを調整
したときの大気圧と、実際に質量流量制御装置１を使用するときの大気圧とが異なる場合
は、機械式調圧弁３によって調整される調圧室３ｆの圧力Ｐ１が設定圧力ＰＳからずれる
ことになる。それを防止するには、例えば、質量流量制御装置１が使用される場所の標高
が予め分かっているときに、製造地との標高差を勘案して設定圧力ＰＳの調整を行うなど
の対策を講じることができる。
【００５６】
　機械式調圧弁による圧力調整機能を実施例として示すと、例えば、図２に示す構造の機
械式調圧弁の場合、設定圧力ＰＳを０．０５ＭＰａ（５０ｋＰａ）に設定し、ガス供給ラ
インの圧力Ｐ０を０．１０ＭＰａから０．３０ＭＰａの間で変動させたとき、機械式調圧
弁の下流側の圧力Ｐ１の変動は５０±５ｋＰａの範囲内であった。圧力式流量計の上流側
の圧力変動がこの範囲内であれば、流量の測定精度に問題はない。
【実施例２】
【００５７】
　図３は、本発明に係る機械式調圧弁の他の実施例を示す断面図である。ここに示された



(10) JP 6693418 B2 2020.5.13

10

20

30

40

50

他の実施例において、機械式調圧弁の基本的な構造は図２に例示された実施例と同じであ
る。大きく異なる点は、図２の実施例に示した弁体３ｃとステム３ｅとが分離した構造に
代えて、両者が一体となった弁体３ｃ’を採用したことである。この弁体ｃ’は、下部が
細長い棒状に構成されており、その先端がダイアフラム３ｇの上面と接するようになって
いる。この構成により、ダイアフラム３ｇの上下の動きが直接弁体３ｃ’に伝わるので、
より迅速な圧力調整が可能となる。
【００５８】
　また、図３の弁体３ｃ’と弁座３ｄ’との接触面は平面でなく円錐形の一部によって構
成されている。さらに、調圧室３ｆのダイアフラム３ｇから遠い側の径を小さくすること
により、調圧室３ｆの体積を図２の場合よりも減少させている。これらの構成により、流
体入口３ａから調圧室３ｆへ流体が流れるときの流体抵抗が低減されるので機械式調圧弁
３の開閉動作がスムーズになると共に、弁体よりも下流側の流体の体積が少なくなるので
、機械式調圧弁による調圧の結果が流量計２の圧力により早く反映される。
【００５９】
　機械式調圧弁において、弁体３ｃと弁座３ｄとの間の隙間に異物が挟まると弁体が完全
に閉じなくなり、圧力調整機能が損なわれるので、問題となる。それを防止するには、例
えば、機械式調圧弁の上流側（必要に応じで下流側にも）に異物を除去するためのフィル
タを設けることなどが好ましい。フィルタとしては、メッシュ式のもの、多孔質の焼結金
属フィルタなど、公知のフィルタを用いることができる。
【実施例３】
【００６０】
　図４は、本発明に係る質量流量制御装置の実装例を示す側面図である。この実装例にお
いては、質量流量制御装置１の基部７の中に流路８が設けられており、基部７の上面に流
量計２の圧力センサ２ｂ及び２ｃ、流量制御弁４並びに圧力センサ５兼温度センサ６が載
置されている。また、基部７の中に流量計２の構成物品である層流素子２ａと、機械式調
圧弁３とがそれぞれ埋設されている。基部７の上面に載置された部品は、ケース９によっ
て覆われている。
【００６１】
　この実装例のように、機械式調圧弁３の全体を基部７の中に埋設することにより、機械
式調圧弁３を基部７の上面に載置するためのスペースが不要となるので、質量流量制御装
置１全体のサイズをよりコンパクトにすることができる。また、質量流量制御装置１全体
のサイズを変更することなく、不要となったスペースに他の部品（例えば図４の圧力セン
サ５兼温度センサ６など）を実装することができる。
【実施例４】
【００６２】
　図５は、本発明の他の実施例に係る質量流量制御装置が備える機械式調圧弁及び強制開
弁機構を示す断面図である。ここに示された機械式調圧弁の基本的な構造は図３に例示さ
れた実施例と同じである。大きく異なる点は、ここに示された質量流量制御装置１が機械
式調圧弁３を強制的に開弁させるための強制開弁機構１０を更に備えることである。
【００６３】
　この例において、強制開弁機構１０は、止めねじ１０ａと、くさび１０ｂと、ピンスプ
リング１０ｃと、ピン１０ｄと、によって構成され、これらの各部材は、くさび収容穴１
１ａとピン収容穴１１ｂとからなる強制開弁機構収容穴１１に収容されている。ピン１０
ｄは、ピンスプリング１０ｃの弾性力によって側方に向かって付勢されており、質量流量
制御装置１の通常の運転時においては、図５に示されているように、ダイアフラム３ｇな
どの動きを妨げない。
【００６４】
　止めねじ１０ａは、くさび収容穴１１ａの内壁に形成されたねじ溝と勘合する。機械式
調圧弁３を強制的に開弁させるときには、止めねじ１０ａは、収容穴１１ａにねじ込まれ
ることによって、くさび１０ｂの上端部と接触しながら上方から下方へと変位する。これ
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により、くさび１０ｂは、図６に示した白抜きの矢印によって表されているように、ピン
１０ｄの側方端部に接触しながら上方から下方へと変位する。
【００６５】
　くさび１０ｂが上記のように上方から下方へと変位すると、ピン１０ｄは、斜線の矢印
によって表されているように、ダイアフラム押さえ３ｈの底面に接触しながら側方から調
圧スプリング３ｉの軸方向に向かって変位する。その結果として、ピン１０ｄは、黒塗り
の矢印によって表されているように、ダイアフラム押さえ３ｈを上方に押し上げる。
【００６６】
　上記のようにして上方に押し上げられたダイアフラム押さえ３ｈはダイアフラム３ｇを
押し上げ、ダイアフラム３ｇは弁体３ｃ’を押し上げる。その結果、図６の破線の丸印に
よって示したように、弁体３ｃ’と弁座３ｄ’との間に隙間が生じる。即ち、機械式調圧
弁３が強制的に開弁される。
【００６７】
　上記のように、ここに示された質量流量制御装置１によれば、強制開弁機構１０によっ
て機械式調圧弁３を強制的に開弁させることができる。従って、前述したように質量流量
制御装置１の運転が停止したときに機械式調圧弁３と流量制御弁４とによって区切られた
流体の流路８の一部（封鎖空間）に流体が封入されても、真空ポンプ等を使用して機械式
調圧弁３の上流側の分岐配管（図示せず）の内部を減圧することにより、例えば半導体製
造装置のガス供給ラインなどから質量流量制御装置１を取り外す前に封鎖空間から流体を
排出させることができる。なお、ここに示された質量流量制御装置１における封鎖空間の
体積は０．７ｃｍ３である。
【００６８】
　強制開弁機構１０を構成する止めねじ１０ａ、くさび１０ｂ、ピンスプリング１０ｃ及
びピン１０ｄの材料は、上記のように機械式調圧弁３を強制的に開弁させることができる
強度、硬度及び耐摩耗性などを備える限り、特に限定されない。なお、ここに示された質
量流量制御装置１におけるくさび１０ｂ及びピン１０ｄの材料としては、ポリアセタール
を採用した。
【００６９】
　また、上記に示された質量流量制御装置１においては、くさび１０ｂを上方に付勢する
機構は設けていない。従って、機械式調圧弁３を強制的に開弁させた後に止めねじ１０ａ
を緩めても、くさび１０ｂは上方に戻らず、その結果、ピン１０ｄもまた側方に戻らない
。即ち、上記に示された質量流量制御装置１においては、一度機械式調圧弁３を強制的に
開弁させると、その後は機械式調圧弁３が開弁されたままとなる。しかしながら、くさび
１０ｂを上方に付勢する機構を設けて、機械式調圧弁３を強制的に開弁させた後に止めね
じ１０ａを緩めることにより、機械式調圧弁３を閉弁されることができるようにしてもよ
い。
【００７０】
　更に、前述したように、強制開弁機構１０は流体の流路８の外部領域に配設されている
ことが好ましい。これによれば、ここに示された質量流量制御装置１のように、流体の流
路８の密閉性を保つためのシール構造などを省略して、強制開弁機構１０をより簡潔な構
成とすることができる。
【００７１】
　加えて、強制開弁機構１０によって機械式調圧弁３を強制的に開弁させるときの開度は
、前述したように、質量流量制御装置１の（通常の）運転中に機械式調圧弁３によって調
圧室３ｆの圧力Ｐ１を設定圧力ＰＳに調整する動作（以降、「調圧動作」と称呼される場
合がある。）ときの機械式調圧弁３の最大開度（弁開口部の断面積）よりも大きいことが
好ましい。これによれば、強制開弁機構１０によって機械式調圧弁３を強制的に開弁させ
て質量流量制御装置１の内部から流体を排出させるときの排出効率を高めて排出に要する
時間を短縮したり、真空ポンプによる排気における到達真空度を高めたりすることができ
る。
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【実施例５】
【００７２】
　ところで、強制開弁機構の具体的な構成は、上記実施例に限定されるものではなく、機
械式調圧弁を強制的に開弁させて、例えば半導体製造装置のガス供給ラインなどから質量
流量制御装置を取り外す前に封鎖空間から流体を排出させることができる限り、如何なる
構成を有していてもよい。
【００７３】
　しかしながら、例えば半導体製造装置のガス供給ラインなど、複数のプロセスガスを使
用する用途においては、一般的に、複数の質量流量制御装置が基部（ベース）上に並列し
て配置される。更に、当該技術分野においては、質量流量制御装置の大きさ及び形状は、
例えば質量流量制御装置同士の互換性の維持及び／又は設置面積（ｆｏｏｔｐｒｉｎｔ）
の極小化などを目的として、規格が統一されている。このため、例えば半導体製造装置の
ガス供給ラインなどに組み込まれた状態においては、個々の質量流量制御装置の側面及び
底面には触れることができない。
【００７４】
　従って、機械式調圧弁の構造上は、その底面に配設された調整ねじをねじ込んで調圧ス
プリングの弾性力を高めることにより機械式調圧弁を強制的に開弁させることが可能であ
るものの、実用上は、このような手法によって機械式調圧弁を強制的に開弁させることは
不可能である。
【００７５】
　上記に鑑みれば、強制開弁機構は、基部内の限られたスペースに収容され、且つ、強制
開弁機構の操作部（例えば、上記実施例における止めねじ１０ａ及びくさび収容穴１１ａ
など））は、基部の上面に載置された部品の間などに設けることができるように、コンパ
クトに構成されることが好ましい。
【００７６】
　そこで、本実施例においては、上記のようにコンパクトに構成された強制開弁機構を備
える質量流量制御装置の具体例につき、添付図面を参照しながら説明する。図７は、本発
明の他の実施例に係る質量流量制御装置の実装例を示す側面図である。図８は、図７に示
した質量流量制御装置の（Ａ）平面図及び（Ｂ）底面図である。但し、図８において、ケ
ース９は省略されている。また、図７及び図８の何れにおいても、強制開弁機構１０及び
強制開弁機構収容穴１１は基部７の内部に設けられているが、説明のために敢えて表示さ
れている。
【００７７】
　図７に示したように、くさび収容穴１１ａは、基部７の上面における部品が載置されて
いない領域に形成されており、その中に、止めねじ１０ａ及びくさび１０ｂが収容されて
いる。これにより、例えば半導体製造装置のガス供給ラインなどに質量流量制御装置１が
組み込まれたままの状態にて、止めねじ１０ａを操作して、強制開弁機構１０を動作させ
ることができる。なお、図７に示した点線の四角形は、図５及び図６に示した機械式調圧
弁３及び強制開弁機構１０の描画領域に該当する。
【００７８】
　次に、図８に示したように、ピン収容穴１１ｂは、機械式調圧弁３の中心に向かって斜
めに形成されている。従って、止めねじ１０ａ及びくさび収容穴１１ａ（図示せず）は、
基部７の中央部ではなく、角部に近い位置に設けられている。これは、強制開弁機構１０
を構成するこれらの部材及び収容穴が、基部７の内部に形成された流路８と干渉すること
を避けることを目的とした配置である。なお、図８に示した一点鎖線Ａ－Ａ’は、図５及
び図６に示した機械式調圧弁３及び強制開弁機構１０の断面に該当する。従って、図５及
び図６には、流体出口３ｋが描かれていない。
【００７９】
　以上のような構成により、本実施例に係る質量流量制御装置１においては、例えば半導
体製造装置のガス供給ラインなどに組み込まれたままの状態にて、基部７の上面における
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むことにより、強制開弁機構１０を動作させて、機械式調圧弁３を強制的に開弁させるこ
とができる。
【００８０】
　以上、本発明を説明することを目的として、特定の構成を有する幾つかの実施態様につ
いて説明してきたが、本発明の範囲は、これらの例示的な実施態様に限定されるものでは
なく、特許請求の範囲及び明細書に記載された事項の範囲内で、適宜修正を加えることが
できることは言うまでも無い。
【符号の説明】
【００８１】
　１　質量流量制御装置
　２　流量計
　　２ａ　層流素子
　　２ｂ　圧力センサ（Ｐ１）
　　２ｃ　圧力センサ（Ｐ２）
　３　機械式調圧弁
　　３ａ　流体入口
　　３ｂ　弁スプリング
　　３ｃ、３ｃ’　弁体
　　３ｄ、３ｄ’　弁座
　　３ｅ　ステム
　　３ｆ　調圧室
　　３ｇ　ダイアフラム
　　３ｈ　ダイアフラム押さえ
　　３ｉ　調圧スプリング
　　３ｊ　調整ねじ
　　３ｋ　流体出口
　４　流量制御弁
　　４ａ　圧電素子
　　４ｂ　弁
　５　圧力センサ（Ｐ０）
　６　温度センサ
　７　基部
　８　流路
　９　ケース
１０　強制開弁機構
　１０ａ　止めねじ
　１０ｂ　くさび
　１０ｃ　ピンスプリング
　１０ｄ　ピン
１１　強制開弁機構収容穴
　１１ａ　くさび収容穴
　１１ｂ　ピン収容穴
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